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はじめに 

 

本市では、平成１１年に制定された「男女共同参画社会基本法」、平

成１２年に策定された「男女共同参画基本計画」の理念に基づき、平成

１４年３月に「佐世保市男女共同参画計画（平成２５年３月改訂）」を

策定し、総合的・計画的に施策を進めることにより、男女共同参画によ

る真に豊かな「パートナーシップをめざすわが街佐世保」の実現を図っ

てきました。 

また、平成１８年３月には、男女共同参画社会の実現を一層推し進め

るために、「佐世保市男女共同参画によるまちづくり条例」を制定しま

した。 

この報告書は、同条例に基づき、「佐世保市男女共同参画計画」の実

施状況を取りまとめたものです。 

令和４年１０月 
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や説明を記載しています。 

〇進捗管理指標に関わる推進項目には、担当課名の後ろに●をつけています。 



第3次佐世保市男女共同参画計画　施策体系一覧表

基本
目標

主要課題 具体的施策 推進項目 担当課

(1) 女性委員の積極的登用 総務課

(2) 人材の育成及び発掘 人権男女共同参画課

(1) 女性の管理職への積極的登用 職員課

(2) 能力開発のための研修実施 職員課

(1) 育児介護休業制度の普及 商工労働課

(2) 雇用の創出や充実のための企業誘致の促進 企業立地推進局

(3) 住民基本台帳への旧姓併記 戸籍住民窓口課

4
女性の職域拡大と能力開発
のための啓発

(1) 職業能力開発へ向けた啓発 商工労働課

(1) 職場におけるハラスメントを防止する環境づくり 人権男女共同参画課

(2) 市職員へのハラスメント防止へ向けた啓発 職員課

人権男女共同参画課

企業立地推進局

(2) させぼ女性活躍推進会議による啓発推進 人権男女共同参画課

(1) 学校教育における職業意識の育成 学校教育課

(2) 多様な分野に触れる機会の提供 人権男女共同参画課

8
再就職希望者に対する援助
の充実

(1) 離職者の再就職支援 商工労働課

9 起業を目指す女性への支援 (1) 起業を目指す女性への情報提供 人権男女共同参画課

(1) 女性リーダーの育成促進 農政課

(2) 経営への参画促進 農業委員会事務局

(3) 漁業施設における就労環境の整備の推進 水産課

(1)
地域団体における女性の意見を反映させる仕
組みづくりに向けた啓発の推進

コミュニティ・協働推進課

(2) 市民活動の支援 人権男女共同参画課

(1)
女性ならではの柔軟な発想や価値観を活かした
安全・安心なまちづくりの推進

消防局総務課

(2) 男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 防災危機管理局

13
国際的視野を広め、国際交
流の推進

(1) 国際交流や国際理解促進の取り組み 国際政策課

子ども政策課

人権男女共同参画課

(2) 企業への意識啓発 人権男女共同参画課

(3)
企業等を通じて家事・育児への男性の参画促進
の啓発

幼児教育センター

幼児教育センター

人権男女共同参画課

(1)
多様な利用者のニーズに対応した保育サービス
の充実

保育幼稚園課

子ども政策課

社会教育課

子ども政策課

保育幼稚園課

子ども子育て応援センター

子ども発達センター

(4)
要介護高齢者等のニーズに応じた介護サービ
スの充実

長寿社会課

(1) 多様な働き方を可能にする制度の普及促進 商工労働課

(2) 環境整備に取り組む事業所への支援 商工労働課

放課後児童への支援体制の充実(2)

Ⅰ
　
男
女
が
と
も
に
活
躍
で
き
る
社
会
づ
く
り

家事・育児・介護への男性の参画促進(1)

(3) 子育てに関する相談支援体制の整備

14
両立のための職場における
啓発促進

17
多様な働き方を可能とする就
業環境の整備

子育て・介護支援策の充実16

事業主の取り組み促進(1)

ワーク・ライフ・バランスの率先推進及び普及啓
発

(1)

6
事業所における女性活躍に
向けた取組の促進

10
農林水産業等自営業におけ
る女性への支援

地域社会における男女共同
参画の促進

12
消防防災分野における男女
共同参画の推進

1
審議会等への女性の参画促
進

2

11

7 職業意識の育成

3
雇用における男女の均等な
機会の確保と待遇整備の推
進啓発

市における管理職への女性
職員の登用推進

5
ハラスメント防止のための啓
発

15
家庭生活における男女共同
参画の促進

(1)政策・方針を
決める場への女
性の参画拡大

(2)女性が活躍
できる機会や環
境の整備

(3)地域社会で
女性が活躍でき
る機会の拡大

(4)仕事と生活の
調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）
の実現



基本
目標

主要課題 具体的施策 推進項目 担当課

(1) ＤＶを防ぐ意識啓発の推進 人権男女共同参画課

(2) 出前講座などによる人権啓発講演等の実施 社会教育課

(1) 道徳教育の充実 学校教育課

学校教育課

人権男女共同参画課

(1) 相談窓口の周知・充実 人権男女共同参画課

(2) 高齢者への虐待防止 長寿社会課

(3) 障がいのある人への虐待防止 障がい福祉課

(1) 被害者への相談支援 人権男女共同参画課

(2) 母子の救済に関する相談・支援 子ども子育て応援センター

(3) 住民基本台帳閲覧等制限による支援 戸籍住民窓口課

(4) 市営住宅の優先入居の支援 住宅課

子ども保健課

子ども子育て応援センター

(2) 小児・周産期医療の充実 医療政策課

健康づくり課

子ども保健課

学校保健課

24
生涯にわたる健康の保持増
進

(1)
女性の健康保持のための相談・保健指導等の
充実

健康づくり課

長寿社会課

商工労働課

障がい福祉課

商工労働課

(3) 生活困窮世帯等への学習支援 生活福祉課

26
ひとり親家庭の生活安定と自
立の促進

(1) 相談体制の充実と自立援助の促進 子ども支援課

社会教育課

学校教育課

人権男女共同参画課

(2) スピカを利用した情報の提供や啓発の実施 人権男女共同参画課

人権男女共同参画課

職員課

(1) 広報・啓発活動の推進 人権男女共同参画課

(2) 男女共同参画の視点に配慮した広報 秘書課

(1)
学校等の活動全体の中での男女平等・人権尊
重の精神の育成

学校教育課

教育センター

学校教育課

30 多様な学習機会の提供 (1) 社会教育施設等における学習機会の充実 社会教育課

教育関係者に対する男女共同参画の意識啓発
の充実

(2)

Ⅱ
　
男
女
が
と
も
に
安
全
・
安
心
に
暮
ら
せ
る
社
会
づ
く
り

Ⅲ
　
男
女
が
と
も
に
参
画
す
る
基
盤
づ
く
り

障がい者への支援(2)

(1) 人権啓発講演会等による啓発活動の実施

性的マイノリティに対する理解の促進(3)

妊娠・出産に関する支援(1)

発達段階に応じた性教育の実施(1)

(1) 高齢者への支援

(2) ＤＶ予防の取り組み

20
ＤＶ等あらゆる暴力への対策
の推進

被害者の救済と援助21

19 学校における教育

29
学校等における男女平等教
育の推進

23 適切な性教育の推進

22
妊娠・出産に関わる保健医
療対策の充実

28
広報等における取り組みの
推進

貧困や高齢、障がい等により
困難を抱えた人への支援

25

男女共同参画の視点に立っ
た意識啓発

27

18
多様な機会をとらえた意識啓
発

(5)ＤＶ等あらゆ
る暴力防止のた
めの教育啓発
の充実

(10)男女共同参
画社会を目指す
教育・学習の充
実

(6)被害者への
支援

(7)生涯を通じた
健康支援

(8)生活上の困
難を抱える人へ
の支援

(9)意識改革に
向けた啓発・普
及の推進



 計画を進捗管理する指標   

進捗管理指

標 

実績

値 

H28 

H29 

実績 

H30 

実績 

R1 

実績 

R2 

実績 

R3 

実績 

目 標

値 

※ 

達成

度 

達成 

年度 
担当課 評 価 

１附属機関

の女性委員

比率 

31.4

％ 

32.1

％ 

26.7

％ 

28.4

% 

27.4

% 

27.5

％ 
40％ × 

R4 

(2022) 
総務課 

取組の効果が

表れず、横ばい

となっている。 

２一般行政

職の管理職

（課長以上）

に占める女

性の割合 

7.3％ 8.2% 8.3％ 7.9% 9.1% 9.3％ 

10％ △ 
R2 

(2020) 
職員課 

今後も意欲や能

力の高い女性職

員を積極的に登

用することで、女

性の管理職数

の増に努めた

い。 

２全部局の

管理職（課

長以上）に

占める女性

の割合 

9.6％ 
10.5

％ 

11.6

％ 

11.1

％ 

12.7

% 

12.0

％ 

３女性活躍

応援宣言登

録 事 業 所

（累計） 

82か

所 

95か

所 

117

か所 

141

か所 

162

か所 

171

か所 

200

か所 
△ 

R4 

(2022) 

人権男

女共同

参画課 

新型コロナウイ

ルス感染症の影

響もあり、事業

所への訪問がで

きず、R3目標の

180 か所を達成

することができ

なかった。 

４「させぼお

仕事情報プ

ラザ」におけ

る就業あっ

せ ん 者 数

（各年） 

 61人 99人 
100

人 
68人 66人 

120

人 
× 

R4 

(2022) 

商工 

労働課 

新型コロナウイ

ルス感染防止の

観点から、子育

てや介護を行う

女性の求職が

少なかった。 

５地区自治

協議会役員

に占める女

性の割合 

11.8

％ 

12.1

％ 

13.5

％ 

13.9

％ 

14.5

％ 

13.9

％ 
↑ △ 

R4 

(2022) 

コミュニ

ティ・協

働推進

課 

依然として横這

い傾向にあり、

女性の役員数

は少ない現状に

ある。引き続き、

意識啓発や意

見交換をしなが

ら、理解を得た

い。 

６保育所待

機 児 童 数

（4/1現在） 

0人 0人 0人 0人 0人 0人 0人 ○ 
R1 

(2019) 

保育幼

稚園課 
 



進捗管理指

標 

実績

値 

H28 

H29 

実績 

H30 

実績 

R1 

実績 

R2 

実績 

R3 

実績 

目 標

値 

※ 

達成

度 

達成 

年度 
担当課 評 価 

７病児保育

事業実施か

所数 

５か

所 

５か

所 

４か

所 

４か

所 

５か

所 

５か

所 

５か

所 
○ 

R1 

(2019) 

保育幼

稚園課 
 

８放課後児

童クラブ開

設数 

57か

所 

68か

所 

68か

所 

73か

所 

73か

所 

73か

所 

73か

所 
〇 

R1 

(2019) 

子 ど も

政策課 
 

９ＤＶ防止講

座の実施回

数 

10回 9回 8回 12回 10回 8回 10回 △ 
R4 

(2022) 

人権男

女共同

参画課 

新型コロナウイ

ルス感染症の影

響もあり、目標

を達成すること

が で き な か っ

た。 

10 乳児家

庭全戸訪問

実施率 

94.1

％ 

93.1

％ 

93.4

％ 

92.0

％ 

88.4

％ 

88.2

％ 

100

％ 
△ 

R1 

(2019) 

子ども 

保健課 

新型コロナウイ

ルス感染症拡大

の影響で訪問等

を実施する機会

が減少し、目標

値を達成するこ

とができなかっ

た。 

11「スピカ」

で実施する

セミナー、講

演会等の参

加者数 

2,151

人 

1,884

人 

1,452

人 

1,898

人 

1,048

人 

1,201 

人 

2,200

人 
× 

R4 

(2022) 

人権男

女共同

参画課 

新型コロナウイ

ルス感染症拡大

の観点よりセミ

ナー等を実施す

る機会が減少

し、目標値を達

成することがで

きなかった。 

12 男女平

等になって

いると感じ

る人の割合 

21.0

％ 
－ 

19.1

％ 
－ － － 

30.0

％ 
－ 

R4 

(2022) 

人権男

女共同

参画課 

平成 21 年度よ

り「社会全体で

男女平等」と思

う人は、6％減少

している。10代・

70代は比較的、

平等と思ってい

るが、現役世代

になると平等と

思っている割合

が減少傾向にあ

る。 

【※達成度】 

○・・・目標に対して年度ごとの進捗が順調である。またはすでに目標達成している。 

△・・・目標に対して 8割程度の達成である。 

×・・・目標に対しての進捗率が悪い、目標とかい離している。 



基本目標  Ⅰ男女がともに活躍できる社会づくり   

主要課題 （1）政策･方針を決める場への女性の参画拡大 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

１附属機関の女性委員
比率 

31.4％ 26.7% 28.4％ 27.4% 27.5％ 
 

★ 
40％ 総務課 

２一般行政職の管理職
（課長以上）に占める女
性の割合 

7.3％ 8.3％ 7.9% 
9.1% 

★ 
9.3％  10％ 職員課 

                                          ★は目標達成年度 

  

具体的施策 １審議会等への女性の参画促進 該当頁 P31 

推進項目 （１）女性委員の積極的登用 

推進内容 民間から登用する審議会等の委員のうち、女性が占める割合について 40％以上を目指します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

総務課● ・団体への委員推

薦依頼に女性委員

の推薦への配慮を

記載することを徹

底。 

・要綱の改正を行

い、就任可能な機

関を伸ばすことに

より、女性委員の

確保に努めた。 

 

・団体への委員推

薦依頼に女性委員

の推薦への配慮を

記載することを徹

底。 

・団体への委員推

薦依頼に女性委員

の推薦への配慮を

記載することを徹

底。 

・団体への委員推

薦依頼に女性委員

の推薦への配慮を

記載することを徹

底した。 

・附属機関の事務

処理についての通

知文を発出し、推

薦依頼での記載例

等について再度通

知した。 

 

推進項目 （２）人材の育成及び発掘 

推進内容 政策方針決定過程の場への参画を図るために、人材の育成に努め、また各分野で活躍中の人

材を発掘し女性の参画を促します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・男女共同参画人

材育成事業※によ

り研修参加補助の

実施（実績１名） 

・女性人材登録者

※を５人追加し、累

計８５人とした。 

 

・男女共同参画人

材育成事業※によ

り研修参加補助の

実施（実績１名） 

・女性人材登録者

※を５人追加し、累

計９０人とした。 

・女性人材登録者

※へ継続等の意

思確認を行い、登

録者の整理を行っ

た。 

・女性人材登録者

※の紹介を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 ２市における管理職への女性職員の登用推進 該当頁 P31 

推進項目 （１）女性の管理職への積極的登用 

推進内容 意欲と能力のある女性職員を管理職へ積極的に登用します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

職員課● H30.4.1現在 

・一般行政職の管

理職（課長以上） 

 14人、8.3％ 

・全部局の女性管

理職（課長以上） 

26人、11.6％ 

 

H31.4.1現在 

・一般行政職の管

理職（課長以上） 

 14人、7.9% 

・全部局の女性管

理職（課長以上） 

25人、10.8% 

R2.4.1現在 

・一般行政職の管

理職（課長以上） 

 15人、9.1% 

・全部局の女性管

理職（課長以上） 

28人、12.7% 

R3.4.1現在 

・一般行政職の管

理職（課長以上） 

 15人、9.3% 

・全部局の女性管

理職（課長以上） 

27人、12.0% 

 

推進項目 （２）能力開発のための研修実施 

推進内容 女性職員が能力を十分に発揮し、キャリアアップできるよう自治大学、市町村アカデミー等の研

修機関へ積極的に派遣します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

職員課 ・自治大学校への

派遣 2名 

・市町村アカデミー

への派遣 7名 

 

 

・自治大学校への

派遣 1名 

・市町村アカデミー

への派遣 8名 

・市町村アカデミー

への派遣 1名 

・自治大学校への

派遣 1名 

※新型コロナウイ

ルス感染症の影響

によりR4に派遣を

延期した。 

 

 

 

  



主要課題 （２）女性が活躍できる機会や環境の整備 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

３女性活躍応援宣言登
録事業所（累計） 

82か所 117か所 141か所 162か所 171か所 
 

★ 
200か所 

人権男女共
同参画課 

４「させぼお仕事情報プ
ラザ」における就業あっ
せん者数（各年） 

 99人 100人 68人 66人 
 

★ 
120人 商工労働課 

★は目標達成年度  

 

具体的施策 ３雇用における男女の均等な機会の確保と待遇整備の推進啓発 該当頁 P35 

推進項目 （１）育児介護休業制度の普及 

推進内容 国・県など関係機関との連携により、育児・介護休業制度など各種制度の普及啓発に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

商工労働
課 

国・県の認定制度

及びセミナー開催

についての周知広

報を市広報誌及び

ＨＰ、また当課運営

のサイトに掲載し、

普及促進に取り組

んだ。 

 

国・県の認定制度

及びセミナー開催

についての周知広

報を市広報誌及び

ＨＰ、また当課運営

のサイトに掲載し、

普及促進に取り組

んだ。 

 

国・県の認定制度

及びセミナー開催

についての周知広

報を市広報誌及び

ＨＰ、また当課運営

のサイトに掲載し、

普及促進に取り組

んだ。 

 

国・県の認定制度

及びセミナー開催

についての周知広

報を市広報誌及び

ＨＰ、また当課運営

のサイトに掲載し、

普及促進に取り組

んだ。 

 

推進項目 （２）雇用の創出や充実のための企業誘致の促進 

推進内容 多様な就労の場の確保や、雇用の場の創出のため、市外企業の誘致及び市内企業の規模拡大

の設備投資を促進します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

企業立地
推進局 

新たに 3 件の企業

誘致（増設 2件）が

決定し、新規雇用

計画人数 600 名

増。 

 

新たに 4 件の企業

誘致（増設 2件）が

決定し、新規雇用

計画人数 106 名

増。 

 

新たに 3 件の企業

誘致（増設 2件）が

決定し、新規雇用

計画人数 473 名

増。 

新たに 3 件の企業

誘致（増設 2件）が

決定し、新規雇用

計画人数 156 名

増。 

 

推進項目 （３）住民基本台帳への旧姓併記 

推進内容 住民基本台帳法令等の改正による住民基本台帳及びマイナンバーカードへの旧姓併記に対応

するため、必要なシステムの改修を行い、本人からの届け出に対応していきます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

戸籍住民
窓口課 

住民票等への旧

姓併記に必要なシ

ステムの改修を完

了し、翌年度から

の制度開始に適切

に対応することが

できた。 

 

住民票等への旧

姓併記に合わせ印

鑑登録証明書にも

旧姓が記載できる

よう所要のシステ

ム改修や条例改正

を行い制度の開始

に適切に対応する

ことができた。 

 

住民票等・印鑑登

録証明書へ旧姓

の併記ができるよ

う適切に対応を行

った。 

 

申出件数３２件 

住民票等・印鑑登

録証明書へ旧姓

の併記ができるよ

う適切に対応を行

った。 

 

申出件数２５件 

 



R1 年１１月５日～

制度開始 

申出件数２０件 

 

 

具体的施策 ４女性の職域拡大と能力開発のための啓発 該当頁 P35 

推進項目 （１）職業能力開発へ向けた啓発 

推進内容 国、県などの関係機関と連携し、能力開発セミナーや各種職業訓練などの情報提供を行い、職

業能力開発の啓発に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

商工労働
課 

国及び県の職業訓

練機関について情

報発信を適宜実施

し、資格試験等の

情報も市ＨＰで広

報した。 

国及び県の職業訓

練機関について情

報発信を適宜実施

し、資格試験等の

情報も市ＨＰで広

報した。 

 

国及び県の職業訓

練機関について情

報発信を適宜実施

し、資格試験等の

情報も市ＨＰで広

報した。 

 

国及び県の職業訓

練機関について情

報発信を適宜実施

し、資格試験等の

情報も市ＨＰで広

報した。 

 

 

具体的施策 ５ハラスメント防止のための啓発 該当頁 P35 

推進項目 （１）職場におけるハラスメントを防止する環境づくり 

推進内容 佐世保市人権啓発推進協議会等との連携により市内企業・団体に向けた人権教育を行い、セク

ハラ・パワハラ等防止の啓発に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・申込みのあった

市内の３企業へ講

師を派遣し、人権

等に関する研修会

を実施した。（３社

１３５人） 

 

・申込みのあった

市内の１企業へ講

師を派遣し、人権

等に関する研修会

を実施した。（１社

６５人） 

・申込みのあった

市内の１企業へ講

師を派遣し、人権

等に関する研修会

を実施する予定だ

ったが、新型コロ

ナウイルス感染症

の影響により中

止。 

・申込みのあった

市内の１企業へ講

師を派遣し、人権

等に関する研修会

を実施する予定だ

ったが、新型コロ

ナウイルス感染症

の影響により中

止。 

 

推進項目 （２）市職員へのハラスメント防止へ向けた啓発 

推進内容 「佐世保市職員のハラスメント防止に関する要綱」について、市職員への周知を図ります。また研

修等の実施により防止啓発を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

職員課 ・要綱については、

管理職を対象とし

た労務管理研修等

で配布・説明し、周

知を図った。 

・管理職対象のハ

ラスメント防止研修

の実施（8/3実施） 

受講者 153名 

 

・要綱については、

管理職を対象とし

た労務管理研修等

で配布・説明し、周

知を図った。 

・要綱をグループ

ウェアへ掲載し、

周知を図った。ま

た、管理職を対象

とした労務管理研

修で配布・説明し、

周知を図った。 

・市町職員研修セ

ンター研修「ハラス

メント防止研修」の

受講を案内した。 

受講者 21名 

・職場でのハラスメ

ントに関するアンケ

ートを実施した。 

 

 

 



具体的施策 ６事業所における女性活躍に向けた取り組みの促進 該当頁 P35 

推進項目 （１）事業主の取り組み促進 

推進内容 働きやすい環境づくりや女性の活躍に取り組む企業を増加させるため、女性活躍応援宣言登録

制度を普及させます。また、他の事業所の参考となるよう登録事業所の取り組み内容を広報等

で紹介します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課● 

・応援宣言への登

録を勧めた。H30

登録 22 社、累計

117社。 

 

・応援宣言への登

録を勧めた。R1 登

録 24社、累計 141

社。 

 

・応援宣言への登

録を勧めた。R2 登

録 21社、累計 162

社。 

 

・応援宣言への登

録を勧めた。R3 登

録 9 社、累計 171

社。 

 

 

企業立地
推進局● 

・誘致企業に対し

て、「女性活躍応

援宣言登録制度」

の紹介。（1件） 

（登録する方向で

検討中） 

 

誘致企業 1 社が

「女性活躍応援宣

言」登録 

誘致企業へ「女性

活躍応援宣言登

録制度」の紹介を

行ったが、登録し

た企業は 0社 

誘致企業へ「女性

活躍応援宣言登

録制度」の紹介を

行ったが、登録し

た企業は 0社 

 

推進項目 （２）させぼ女性活躍推進協議会による啓発推進 

推進内容 させぼ女性活躍推進協議会により市や国、関係団体が連携して事業主への啓発や、女性向け

の研修等を行い、市内の女性活躍の取り組みを推進します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・会議を開催し女

性活躍に関する取

組等の情報共有を

行い、今後の連携

事業について意見

交換を行った。 

 

・会議を開催し女

性活躍に関する取

組等の情報共有を

行い、労働局・県

立大学・市との連

携事業について意

見交換を行った。 

・県立大学との連

携で労働局と市よ

り「ライフデザイン

と女性活躍推進法

について」の講義

を行った。 

・県立大学との連

携で市より「ライフ

デザインと男女共

同参画について」

の講義を行った。 

 

 

具体的施策 ７職業意識の育成 該当頁 P36 

推進項目 （１）学校教育における職業意識の育成 

推進内容 児童生徒が、その能力・適性等に応じ、主体的に自己の進路を選択するとともに、社会の中で自

分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現しようとする意欲・態度の育成を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

学校教育
課 

・学習指導要領に

基づき、特別活動

等の時間におい

て、町探検、職業

調べ、職場体験等

の活動を実施しな

がら、一人一人の

キャリア形成と自

己実現を目指し

た。 

 

・学習指導要領に

基づき、特別活動

等の時間におい

て、勤労観・職業

観を形成する場を

設定したり、職場

体験等の活動を実

施したりしながら、

一人一人のキャリ

ア形成と自己実現

を目指した。 

 

・学習指導要領に

基づき、特別活動

等の時間におい

て、勤労観・職業

観を形成する場を

設定したり、職場

体験等の活動を実

施したりしながら、

一人一人のキャリ

ア形成と自己実現

を目指した。 

 

・学習指導要領に

基づき、特別活動

等の時間におい

て、勤労観・職業

観を形成する場を

設定したり、職場

体験等の活動を実

施したりしながら、

一人一人のキャリ

ア形成と自己実現

を目指した。 

 

 

 

 



推進項目 （２）多様な分野に触れる機会の提供 

推進内容 性別にかかわらず将来あらゆる職業を選択できるように、多様な分野のセミナーを実施します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・小学生向けリケ

ジョセミナーの開

催（4回実施、参加

者 232人） 

 

・リケジョセミナー

の開催（5回実施、

参加者 153人） 

 

・新型コロナウイル

ス感染症の影響に

より市主催のセミ

ナーは実施してい

ないが、佐世保工

業高等専門学校

の後援でリケジョ

セミナーが開催さ

れた。（1 回実施、

参加者 11人） 

 

・新型コロナウイル

ス感染症の影響に

より市主催のセミ

ナーは実施してい

ないが、佐世保工

業高等専門学校

の共催・後援でリ

ケジョセミナーが開

催された。（2 回実

施、参加者 71人） 

 

 

 

具体的施策 ８再就職希望者に対する援助の充実 該当頁 P36 

推進項目 （１）離職者の再就職支援 

推進内容 妊娠・出産や介護等で離職した女性が再就職できるように関係機関と連携して支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

商工労働
課● 

独自の求人※及び

ハローワークと連

携 し 、相談人数

115人、うち新規求

職登録者 99 人へ

の再就職支援を行

った。 

 

独自の求人※及び

ハローワークと連

携 し 、相談人数

121 人、うち新規

求職登録者100人

への再就職支援を

行った。 

 

独自の求人※及び

ハローワークと連

携し、相談人数 84

人、うち新規求職

登録者 68 人への

再就職支援を行っ

た。 

 

独自の求人※及び

ハローワークと連

携 し 、相談人数

114人、うち新規求

職登録者 66 人へ

の再就職支援を行

った。 

 

 

具体的施策 ９起業を目指す女性への支援 該当頁 P36 

推進項目 （１）起業を目指す女性への情報提供 

推進内容 スピカにおいて企業・団体と連携し、女性が起業して社会進出するための情報提供やセミナーを

行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・スピカ独自のセミ

ナーは未実施。 

・県主催の女性向

け起業セミナーの

周知を行った。 

 

・県、スピカともに

セミナーは未実施

であった。 

・市内で活躍する

パーソナルカラー

アナリストを講師に

招き、起業に興味

がある女性を対象

にセミナーを行っ

た。（2 回実施、参

加者 23人） 

・市内で活躍する

パーソナルカラー

アナリストを講師に

招き、起業に興味

がある女性を対象

にセミナーを行っ

た。（1 回実施、参

加者 7人） 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 10農林水産業等自営業における女性への支援 該当頁 P36 

推進項目 （１）女性リーダーの育成促進 

推進内容 女性農業者に対し、認定農業者への申請を啓発します。また、組織活動への助言や研修会・交

流会を実施する県認定の農業士協議会に対する支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

農政課 ・認定農業者の新規

認定や、共同申請の

ための家族経営協

定締結の推進を行っ

た。 

（実績） 

・農業士35名中女性

農業士 9名（うち1名

は H30新規） 

・認定農業者 426 経

営体うち女性を含む

経営体は 29 

・認定農業者の新規

認定や、共同申請の

ための家族経営協

定締結の推進を行っ

た。 

（実績） 

・農業士35名中女性

農業士 9名 

・認定農業者 424 経

営体うち女性を含む

経営体は 28 

・認定農業者の新規

認定や、家族経営協

定による参画及び農

業士の認定推進を行

った。 

（実績） 

・認定農業者 410 経

営体うち女性を含む

経営体は 24 

・農業士34名中女性

農業士 9名 

・認定農業者の新規

認定や、家族経営協

定による参画及び農

業士の認定推進を行

った。 

（実績） 

・認定農業者 401 経

営体うち女性を含む

経営体は 20 

・農業士31名中女性

農業士 9名 

 

推進項目 （２）経営への参画促進 

推進内容 女性の労働力を正しく評価した家族経営協定締結の促進を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

農業委員
会 

締結数 2家族 

Ｈ31.3.31現在、 

のべ 204家族 

締結数 4家族 

R2.3.31現在、 

のべ 208家族 

締結数 2家族 

R3.3.31現在、 

のべ 210家族 

締結数 3家族 

R4.3.31現在 

のべ 213家族 

 

推進項目 （３）漁業施設における就労環境の整備の推進 

推進内容 漁港等において、誰もが働きやすい施設環境を整備し、作業の効率化を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

水産課 漁業活動の効率化

※等を図るため、共

同施設等の改修等

に対し、補助を行な

った。 

（11 件  23,038 千

円） 

 

漁業活動の効率化

※等を図るため、共

同施設等の改修等

に対し、補助を行な

った。 

（10 件  31,662 千

円） 

 

漁業活動の効率化

※等を図るため、共

同施設等の改修等

に対し、補助を行な

った。 

（11 件  36,727 千

円） 

 

漁業活動の効率化

※等を図るため、共

同施設等の改修等

に対し、補助を行な

った。 

（8件 19,408千円） 

 

 

  



主要課題（３）地域社会で女性が活躍できる機会の拡大 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

５地区自治協議会役員
に占める女性の割合 

11.8％ 13.5％ 13.9％ 14.5％ 13.9％ 
 

★ 
↑ 

コ ミ ュ ニテ
ィ ・協働推
進課 

★は目標達成年度  

 

具体的施策 11地域社会における男女共同参画の促進 該 当

頁 

P38 

推進項目 （１）地域団体における女性の意見を反映させる仕組みづくりに向けた啓発の推進 

推進内容 地域におけるまちづくり活動に女性の意見や考え方を反映できるよう、住民自治組織に対し、女

性の意見を聞く場や雰囲気づくりのほか、役員登用に対する理解を深めていただくよう、啓発を

行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

コミュニテ
ィ ・ 協 働
推進課● 

附属機関委員等の推

薦を依頼する際に、女

性の方の選出をお願

いしたほか、地区自治

協議会連絡会議ブロ

ック会議の中で、女性

部の必要性について

市の考えを示した。 

附属機関委員等

の推薦を依頼する

際に、女性の方の

選出をお願いし

た。 

 

附属機関委員等

の推薦を依頼する

際に、依頼元の組

織及び市役所内

の担当課の意向

に基づき、地区自

治協議会に女性

委員の選出をお

願いした。 

附属機関委員等

の推薦を依頼する

際に、依頼元の組

織及び市役所内

の担当課の意向

に基づき、地区自

治協議会に女性

委員の選出をお

願いした。 

 

推進項目 （２）市民活動の支援 

推進内容 男女共同参画社会の形成を目的とした団体の活動を促進するため、拠点施設であるスピカで

の活動を支援します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・登録団体数 13 

・登録団体のセンター

利用：年間延 229 回

2,253人 

・スピカまつりでワーク

ショップやパネル展示

への支援を実施。 

・登録団体数 14 

・登録団体のセン

ター利用：年間延

211回 2,170人 

・スピカまつりでワ

ークショップやパ

ネル展示への支

援を実施。 

・登録団体数 14 

・登録団体のセン

ター利用：年間延

173回 1,644人 

・参画週間で登録

団体との意見交

換会を実施。 

・登録団体数 14 

・登録団体のセン

ター利用：年間延

211回 1,877人 

・スピカまつりでワ

ークショップやパ

ネル展示への支

援を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 12消防防災分野における男女共同参画の推進 該当頁 P38 

推進項目 （１）女性ならではの柔軟な発想や価値観を活かした安全・安心なまちづくりの推進 

推進内容 消防が女性にとっても魅力ある職業であることを積極的に広報し、消防職員のうち女性の占める

割合を高めます。また、消防団組織の活性化を図り地域ニーズに応えるため、女性消防団員の

加入促進と活躍推進に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

消防局総
務課 
 

・採用広報※ 

１デイ・インターン

シップへ２名派遣 

ラジオ広報 

・人材教育※ 

教育機関へ女性

消防団員の派遣 

 

・採用広報※ 

企業説明会等へ

職員２名派遣 

・人材教育※ 

教育機関及び全国

女性消防団大会

等へ女性消防団

員延べ６名の派遣 

 

・採用広報※ 

インターンシップに

女性大学生２名を

受入れ、消防局の

広報を実施 

・人材教育※ 

消防大学校（教育

機関）へ職員１名

を派遣 

・女性活躍推進※ 

女性だけの分団を

新設 

・採用広報 

FM させぼ（ラジ

オ）及びテレビさせ

ぼに出演 

・人材教育 

教育機関へ３名派

遣したほか、独自

に策定した女性消

防団員向けの教育

プログラムに基づ

き、個人の資質向

上と組織力強化を

目的として研修を

実施 

・女性活躍推進 

消防局内に女性活

躍推進検討チーム

をつくり、だれもが

働きやすい職場づ

くりや採用増加の

取組みについて研

究を実施。 

 

 

 

推進項目 （２）男女共同参画の視点に立った防災対策の推進 

推進内容 男女のニーズの違い等、男女共同参画の視点に配慮した防災対策を推進します 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

防災危機
管理局 

・防災会議開催事

業※ 

佐世保市防災会

議を開催 

（実績）委員数５２

人 うち女性３人 

 

・防災会議開催事

業※ 

佐世保市防災会

議を開催 

（実績）委員数５１

人 うち女性５人 

 

・防災会議開催事

業※ 

佐世保市防災会

議を開催 

（実績）委員数５１

人 うち女性５人 

 

・防災会議開催事

業※ 

佐世保市防災会

議を開催 

（実績）委員数５１

人 うち女性５人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 13国際的視野を広げ、国際交流を推進 該当頁 P38 

推進項目 （１）国際交流や国際理解促進の取り組み 

推進内容 男女共同参画の視点を踏まえて、姉妹都市や各国との国際交流や民間団体等との連携により、

国際的視野を広げられるよう努めるとともに、一層の国際交流の推進に取り組みます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

文化国際
課 

・海外姉妹都市と

の交流事業実施

件数：14件 

・JET プログラム・

国際交流員による

市民向け講座参加

者数：343名 

・外国人観光客ウ

ェルカムサポータ

ー登録者 66 名（う

ち女性 37名） 

・海外姉妹都市等

※との交流事業実

施件数：6件 

・JET プログラム

国際交流員※によ

る市民向け講座参

加者数：781名 

・佐世保市多文化

共生セミナー※参

加者数：69名 

・外国人観光客ウ

ェルカムサポータ

ー※登録者 70 名

（うち女性 41名） 

・海外姉妹都市等

※との交流事業実

施件数：2件 

・JET プログラム

の韓国の国際交

流員※による市民

向け講座（リモート

韓国料理教室）を

全 10 回実施。参

加者数：92名 

・外国人観光客ウ

ェルカムサポータ

ー※登録者 70 名

（うち女性 41名） 

 

令和２年度は新型

コロナの影響によ

り対面交流事業の

ほとんどを中止し、

一部をオンライン

により実施した。 

・海外姉妹都市等

※との交流事業

（オンライン）実施

件数：9件 

・JET プログラム

の韓国の国際交

流員※による市民

向け講座を 2 回実

施。参加者数：18

名 

・外国人観光客ウ

ェルカムサポータ

ー※登録者 71 名

（うち女性 42名） 

 

 

 

 

 

  



主要課題（４）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

６保育所待機児童数（4/1

現在） 
0人 0人 

0人 

★ 
0人 0人  0人 

保育幼稚園
課（旧子ど
も支援課） 

７病児保育事業実施か
所数 

５か所 4か所 
４か所 

★ 
５か所 ５か所  ５か所 

保育幼稚園
課（旧子ど
も支援課） 

８放課後児童クラブ開設
数 

57か所 68か所 
73か所 

★ 
73か所 73か所  73か所 

子ども政策
課（旧子ど
も育成課） 

★は目標達成年度  

 

具体的施策 14両立のための職場における啓発促進 該当頁 P41 

推進項目 （１）ワーク・ライフ・バランスの率先推進及び普及啓発 

推進内容 市役所自らが、「イクボス宣言」等を通じワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取り組みを行

い、また、市内企業等へ普及啓発していくことで、結婚・出産・子育ての希望がかなえられる環境

づくりや気運の醸成を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

子ども政

策課 

 

・管理職向け（部長

職～課長職）に講

師を招聘し、「イク

ボス研修」と「イク

ボス合同宣言」を

実施。 

・庁内管理職向け

（新任課長職）及び

市内企業・団体等

向けに講師を招聘

し、「イクボス研修」

を実施した。 

・庁内管理職向け

（新任課長職）に講

師を招聘し、「イク

ボス研修」を実施し

た。※当初、市内

企業・団体等向け

にも実施予定であ

ったが、新型コロ

ナウイルス感染症

拡大防止の観点

から中止となった。 

 

・庁内管理職向け

（新任課長職）に講

師を招聘し、「イク

ボス研修」を実施し

た。※当初、市内

企業・団体等向け

にも実施予定であ

ったが、新型コロ

ナウイルス感染症

拡大防止の観点

から中止となった。 

 

 

人権男女

共同参画

課 

・県主催のイクボ

ス研修を女性活

躍応援宣言登録

事業所へ周知し

た。 

・県主催のイクボ

ス研修を女性活

躍応援宣言登録

事業所へ周知し

た。 

・県主催のイクボ

ス研修を女性活

躍応援宣言登録

事業所へ周知し

た。 

・県主催のイクボ

ス研修を女性活

躍応援宣言登録

事業所へ周知し

た。 

 

推進項目 （２）企業への意識啓発 

推進内容 企業において男女共同参画や女性活躍に関する出前講座を行い、社員や管理職の意識啓発を

促進します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

出前講座回数 2回 

参加者 60人 

（中堅教諭研修、

専門学校） 

 

出前講座回数 3回 

参加者 53人 

（自治協女性部、

中堅教諭研修、ダ

イバーシティ推進

活動研修） 

 

 

・新型コロナウイル

ス感染症の影響に

より出前講座の実

施なし。 

出前講座回数 1回 

参加者 13人 

（中堅教諭研修） 

 



推進項目 （３）企業等を通じて家事・育児への男性の参画促進の啓発 

推進内容 企業や商工会議所等を訪問し、父親向け育児講座の案内やポスター掲示・チラシ配布などの依

頼を行います。子育て世代だけでなく企業内にも子育てについて啓発していきます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

幼児教育
センター 

市内 29 か所の企

業・事業所等に、

①父親向け育児講

座一覧②家族参

加型父親向け育児

講座「絵本ライブ」

のチラシ（830部×

2 回）を訪問又は

郵送にて配布し

た。 

 

市内 29 か所の企

業・事業所等に、

①父親向け育児講

座一覧②家族参

加型父親向け育児

講座「パパフェス～

いっしょにあそぼ

う！～」のチラシ各

１～２部ずつ郵送

にて配付し、企業

内に掲示していた

だくようお願いし

た。 

 

新型コロナウイル

ス感染症が拡大し

ている中、講座実

施等が未確定であ

ったため、案内送

付等は行わなかっ

た。 

 

新型コロナウイル

ス感染拡大防止の

ため企業等の訪問

は行わなかった

が、周知方法を紙

媒体から SNS や

HP 等を活用する

ことによって、多く

の方に広く広報を

行った。 

 

 

具体的施策 15家庭生活における男女共同参画の促進 該当頁 P41 

推進項目 （１）家事・育児・介護への男性の参画促進 

推進内容 家事・育児・介護への男性の参加を促進するために、子育てが楽しめるようなイベントの実施や

家事・育児・介護への参加を促す講座を開催します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

幼児教育
センター 

開催回数 3回 

参加人数 359人 

（内父親 79人） 

1回あたりの父親

の参加人数は

26.3人で昨年度

に比べると 7人程

度増えている。 

開催回数 3回 

参加人数 335人 

（内父親 83人） 

1 回あたりの父親

の 参 加 人 数 は

27.7人で昨年度に

比べると 7 人程度

増えている。 

父親の参加率につ

いては 、昨年度

22％に対し、今年

度は3％増の 25％

であった。 

新型コロナ感染症

拡大防止のため、

①親子ふれあい遊

びは中止 

②父親向け育児講

座はオンライン開

催 

③父親向け食育講

座は参加人数を制

限の上実施 

 

上記の結果参加

者数は総数 35 名

（大人の参加人数

26 人。うち父親 

20人）であった。 

 

①親子ふれあい遊

び（1回：オンライン

開催） 

②父親向け育児講

座（1回：オンライン

開催） 

③父親向け食育講

座（1回：オンライン

開催） 

 

 

上記の結果参加

者数は総数 86 名

（大人の参加人数

50 人。うち父親は    

40人）であった。 

 

人権男女
共同参画
課 

男性向け料理教室 

開催回数 3回 

参加人数 56 人（う

ち男性 33人） 

 

介護セミナー 

開催 1 回参加 41

人（うち男性12人） 

 

男性向け料理教室 

開催回数 2回 

参加人数 34 人（う

ち男性 7人） 

 

介護セミナー 

開催 2 回参加 28

人（うち男性 8人） 

 

新型コロナウイル

ス感染症の影響に

より講座の実施な

し。 

介護セミナー 

開催 1回参加 6人

（うち男性 3人） 

 

 

 



具体的施策 16子育て・介護支援策の充実 該当頁 P42 

推進項目 （１）多様な利用者のニーズに対応した保育サービスの充実 

推進内容 子育てと仕事の両立支援のため、延長保育や病児保育、障がい児保育など利用者の幅広い保

育ニーズに対応するとともに、施設の環境整備を計画的に進めるなど、保育の質の確保、保育

サービスの充実に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

保育幼稚
園課● 

・病児保育事業※

病児保育室で一時

的に保育を行うな

ど、市民ニーズに

応えた保育サービ

スの充実を図っ

た。 

（実績） 

病児保育４ヶ所 

・病児保育事業※

病児保育室の新

規開設に係る事業

を実施した。 

 

（実績） 

病児保育室 

Ｈ31.4月：４ヶ所 

Ｒ2．5月～：５か所 

・病児保育事業※

病児保育室で一時

的に保育を行うな

ど、市民ニーズに

応えた保育サービ

スの充実を図っ

た。 

（実績） 

病児保育室５ヶ所 

・ 病児保育事業 

病児保育室で一時

的に保育を行うな

ど、市民ニーズに

応えた保育サービ

スの充実を図ると

ともに、連携市町

間での病児・病後

児保育室の相互

利用を開始した。 

（実績） 

病児保育室５ヶ所 

 

推進項目 （２）放課後児童への支援体制の充実 

推進内容 留守家庭児童対策として、放課後児童クラブの設置を推進し、児童の健全育成を図ります。ま

た、小学校施設を主な活動拠点として、学校・家庭・地域が連携して、放課後や休日における子

どもたちに豊かな体験と安全安心な居場所を提供する「放課後子ども教室」の設置を推進しま

す。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

子ども政
策課● 

・放課後児童クラ

ブを新たに 6クラブ

開設 

・放課後児童支援

員等を対象とした

研修を 3回実施 

・放課後児童クラ

ブを新たに 5クラブ

開設 

・放課後児童支援

員等を対象とした

研修を 3回実施 

・放課後児童支援

員等を対象とした

研修を 3回実施 

・放課後児童支援

員等を対象とした

研修を 3回実施 

 

社会教育

課 

・各小学校区に、

学校・家庭・地域

の連携組織を形成

し、放課後子ども

教室を実施した。

（実績）３６教室 

 

・各小学校区に、

学校・家庭・地域

の連携組織を形成

し、放課後子ども

教室を実施した。

（実績）34教室 

 

・各小学校区に、

学校・家庭・地域

の連携組織を形成

し、放課後子ども

教室を実施した。

（実績）23教室 

 

・各小学校区に、

学校・家庭・地域

の連携組織を形成

し、放課後子ども

教室を実施した。

（実績）26教室 

 

 

推進項目 （３）子育てに関する相談支援体制の整備 

推進内容 地域全体での子どもと子育てを支援するため、情報の発信や地域子育て支援センター、ファミリ

ーサポートセンターの利用促進、子育て支援団体とのネットワークを深めます。また、子育ての不

安に対し臨床心理士や保育士等による支援を行い、児童虐待等の未然防止等の推進に努めま

す。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

子ども政
策課 ・ 保
育幼稚園
課 

・ファミリーサポー

トセンター事業※

（実績） 

提供会員  227 人 

依頼会員 2,210人 

両方会員  78 人 

・ファミリーサポー

トセンター事業※

（実績） 

提供会員  232 人 

依頼会員 2,217人 

両方会員  82 人 

・ファミリーサポー

トセンター事業※

（実績） 

提供会員  188 人 

依頼会員 2,194人 

両方会員  69 人 

・ファミリーサポー

トセンター事業 

（実績） 

提供会員  193 人 

依頼会員 2,157人 

両方会員  63 人 

 



利用件数 1,703件

（H29：1,458件） 

・地域のサークル

や児童センターで

の支援、0 歳の会

や小グループの会

等を開催して保護

者の育児不安の

軽減を図った。 

 

利用件数 2,141件

（H30：1,703件） 

・地域のサークル

や児童センターで

の支援、0 歳の会

や小グループの会

等を開催して保護

者の育児不安の

軽減を図った。 

利用件数 2,212件 

・地域のサークル

での支援、0 歳の

会や小グループの

会等を開催して保

護者の育児不安

の軽減を図った 

 

利用件数 2,332件 

・地域のサークル

での支援、0 歳の

会や小グループの

会等を開催して保

護者の育児不安

の軽減を図った。 

子ども子
育て応援
センター 

・子どもに関する総

合相談窓口とし

て、児童虐待対応

を含む相談支援を

行った。 

延 べ 相 談 件 数           

8,455件 

 

・子どもに関する総

合相談窓口とし

て、児童虐待対応

を含む相談支援を

行った。 

延 べ 相 談 件 数           

6,735件 

・子どもに関する総

合相談窓口とし

て、児童虐待対応

を含む相談支援を

行った。 

延 べ 相 談 件 数           

5,846件 

・子どもに関する総

合相談窓口とし

て、児童虐待対応

を含む相談支援を

行った。 

延 べ 相 談 件 数           

5,648件 

 

子ども発
達セン タ
ー 

・わいわい広場  延

19,225人 

・親子グループ支援 

81回 延 1,179人 

・育児講座  23 回 

延 414人 

・育児相談 2,244件 

・情報誌等発行 合

計 15,749部 

・わいわい広場  延

21,051人 

・親子グループ支援 

75回 延 1,107人 

・育児講座  14 回 

延 342人 

・育児相談 2,591件 

・情報誌等発行 合

計 11,835部 

・わいわい広場  延

15,294人 

・親子グループ支援 

38回 延 190人 

・育児講座  10 回 

延 192人 

・育児相談 2,283件 

・情報誌等発行 合

計 9,307部 

・わいわい広場  延

10,457人 

・親子グループ支援 

62回 延 375人 

・育児講座  24 回 

延 372人 

・育児相談 3,152件 

・情報誌等発行 合

計 8,996部 

 

 

 

推進項目 （４）要介護高齢者等のニーズに応じた介護サービスの充実 

推進内容 要介護高齢者等が、地域で自立した生活を送ることができるように、介護や福祉サービスの充実

を図るとともに、介護者に対する支援に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

長寿社会
課 

介護を行っている

家族を身体的・精

神的・経済的側面

から支援するた

め、介護教室※・

介護者リフレッシュ

事業※・おむつ購

入費支給事業※

等を実施した。 

介護を行っている

家族を身体的・精

神的・経済的側面

から支援するた

め、介護教室※・

介護者リフレッシュ

事業※・おむつ購

入費支給事業※

等を実施した。 

例年、介護を行っ

ている家族を身体

的・精神的・経済

的側面から支援す

るため、介護教室

※・介護者リフレッ

シュ事業※・おむ

つ購入費支給事業

※等を実施してい

るが、新型コロナ

ウィルス感染症拡

大防止のため、介

護教室は回数を削

減し、介護者リフレ

ッシュ事業は中止

した。 

例年、介護を行っ

ている家族を身体

的・精神的・経済

的側面から支援す

るため、介護教室

※・介護者リフレッ

シュ事業※・おむ

つ購入費支給事業

※等を実施してい

るが、新型コロナ

ウィルス感染症拡

大防止のため、介

護教室は回数を削

減し、介護者リフレ

ッシュ事業は中止

した。 

 

 

 

 

 



具体的施策 17多様な働き方を可能とする就業環境の整備 該当頁 P42 

推進項目 （１）多様な働き方を可能にする制度の普及促進 

推進内容 「働き方改革」を推進するため、労働者が柔軟な働き方ができるよう在宅就労の取り組みを促進

します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

商工労働
課 

「在宅就労促進補

助金」※の制度を

利用し、仕組みづく

りに取り組む支援

事業を実施した

が、利用者がなか

った。 

「在宅就労促進補

助金」※の制度を

利用し、仕組みづく

りに取り組む支援

事業を実施した

が、利用者がなか

った。 

 

インターネットを活

用した新しい働き

方在宅就労（クラ

ウドソーシング）に

向けたセミナーを

開催予定であった

が、コロナの影響

により開催できな

かった。 

 

市内中小企業を対

象とした「デジタル

化支援事業補助

金※」によりテレワ

ークやウェブ会議

システムなど IT ツ

ールの導入による

非接触型の職場

環境整備に取り組

んだ。 

 

 

推進項目 （２）環境整備に取り組む事業所への支援 

推進内容 社員のワーク・ライフ・バランスの実現に取り組もうとする事業所に対し、専門家を派遣して取り

組みへの支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

商工労働
課 

福利厚生の見直し

等を含んだ、採用

力強化事業※を市

内４社に対して実

施した。本市の女

性活躍応援宣言

登録の推進を行っ

た。 

福利厚生の見直し

等を含んだ、採用

力強化事業※を市

内 8 社に対して実

施した。本市の女

性活躍応援宣言

登録の推進を行っ

た。 

 

福利厚生の見直し

等を含んだ、採用

力強化事業※を市

内12社に対して実

施した。本市の女

性活躍応援宣言

登録の推進を行っ

た。 

福利厚生の見直し

等を含んだ、採用

力強化事業※を市

内10社に対して実

施した。本市の女

性活躍応援宣言

登録の推進を行っ

た。 

 

 

 

 

 

  



基本目標Ⅱ 男女がともに安全・安心に暮らせる社会づくり   

主要課題（５）ＤＶ等あらゆる暴力防止のための教育啓発の充実 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

９ＤＶ防止講座の実施回
数 

10回 8回 12回 10回 8回 
 

★ 
10回 

人権男女共
同参画課 

★は目標達成年度 

  

具体的施策 18多様な機会をとらえた意識啓発 該当頁 P44 

推進項目 （１）ＤＶを防ぐ意識啓発の推進 

推進内容 ＤＶやセクハラ等の根絶に向けて広く地域社会や学校、企業団体への啓発セミナーを開催し、ま

た、広報による情報発信を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課● 

・ＤＶ防止出前講座 

１回 13人参加 

・広報 2月号、8月

号に折込 

各 101,800部 

8 月号：女性の人

権について 

2 月号：ＤＶとはど

ういうものか 

・ＤＶ防止出前講座 

１回 29人参加 

・広報 2月号、8月

号に折込 

各 101,800部 

8 月号：女性の人

権について 

2 月号：ＤＶとはど

ういうものか 

・ＤＶ防止出前講座 

１回 11人参加 

・広報 2月号、8月

号に折込 

各 101,300部 

8 月号：女性の人

権について 

2 月号：ＤＶとはど

ういうものか 

・ＤＶ防止出前講座 

１回 12人参加 

・広報 2月号、8月

号に折込 

各 101,300 部 

8 月号：女性の人

権について 

2 月号：ＤＶとはど

ういうものか 

 

 

推進項目 （２）出前講座などによる人権啓発講演等の実施 

推進内容 公民館等を活用して、人権尊重を目的とした出前講座等により意識啓発を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

社会教育
課 

教育集会所及び各

地区公民館におい

て人権同和教育講

演会及び講座を実

施した。 

（実績） 

開催回数 75回、 

参加者数 2,749人 

教育集会所及び各

地区公民館におい

て人権同和教育講

演会及び講座を実

施した。 

（実績） 

開催回数 78回、 

参加者数 3,189人 

教育集会所及び各

地区公民館におい

て人権同和教育講

演会及び講座を実

施した。 

（実績） 

開催回数 30回、 

参加者数 779人 

教育集会所及び各

地区コミュニティセ

ンターにおいて人

権同和教育講演

会及び講座を実施

した。 

(実績) 

開催回数２８回 

参加者数 1,154人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

具体的施策 19学校における教育 該当頁 P44 

推進項目 （１）道徳教育の充実 

推進内容 小学校学習指導要領解説特別の教科道徳編に示されているように、友達と互いに信頼し、学び

合って友情を深め、異性についても理解しながら、人間関係を築いたり、中学校学習指導要領道

徳編に示されているように、男女は互いに異性についての正しい理解を深め、相手の人格を尊

重したりする道徳教育を充実させます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

学校教育
課 

道徳の教科化（小

学校が 2018 年、

中学校が2019年）

の全面実施に対応

できるよう、学校訪

問等において、各

学校への指導を行

った。 

道徳の教科化（中

学校が2019年）の

全面実施に対応で

きるよう、学校訪問

等において、各学

校への指導を行っ

た。 

道徳の教科化が

全面実施され、各

学校で年間カリキ

ュラムに沿って対

応するよう、学校

訪問等において、

各学校への指導を

行った。 

 

各学校の道徳教

育の全体計画に基

づいて、道徳教育

が適切に行われる

よう、学校訪問等

において、各学校

への指導を行っ

た。 

 

推進項目 （２）ＤＶ予防の取り組み 

推進内容 各学校に対して、ＤＶ予防に関する情報提供を行います。また、連携して市内の学校でデートＤＶ

予防講座を行い、早期啓発を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

学校教育
課 

小・中学校ともに、

男女仲良く協力

し、互いに異性に

ついての正しい理

解を深め、尊重す

る道徳教育の充実

を図ることで、DV

予防に貢献した。 

小・中学校ともに、

男女仲良く協力

し、互いに異性に

ついての正しい理

解を深め、相手の

よさを認め合う道

徳教育の充実を図

ることで、DV 予防

に貢献した。 

小・中学校ともに、

男女仲良く協力

し、互いに異性に

ついての正しい理

解を深め、相手の

よさを認め合う道

徳教育の充実を図

ることで、DV 予防

に貢献した。 

小・中学校ともに、

男女仲良く協力

し、互いに異性に

ついての正しい理

解を深め、相手の

よさを認め合う道

徳教育の充実を図

ることで、DV 予防

に貢献した。 

 

 

人権男女
共同参画
課● 

・デートＤＶ予防セ

ミナーの実施 

７校 674人参加 

 

・デートＤＶ予防セ

ミナーの実施 

11校1,044人参加 

 

・デートＤＶ予防セ

ミナーの実施 

9校 819人参加 

 

・デートＤＶ予防セ

ミナーの実施 

7校 742人参加 

 

 

 

 

  



主要課題（６）被害者への支援 

 

具体的施策 20 ＤＶ等あらゆる暴力への対策の推進 該当頁 P46 

推進項目 （１）相談窓口の周知・充実 

推進内容 市や県の相談窓口を広報し、被害者に様々な相談機関があることを周知します。また、女性相談

室で安心して相談できるような環境をつくり、相談員の資質の向上を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・第 2 第 4 土曜の

出張女性相談につ

いて広報に毎月掲

載。 

・相談員を研修等

へ派遣（3人 7回） 

（再掲） 

・広報2月号と8月

号折込 

各 101,800部 

市や県の相談窓

口を記載。 

 

・第 2 第 4 土曜の

出張女性相談につ

いて広報やＨＰに

毎月掲載。 

・相談員を研修等

へ派遣（2人 6回） 

（再掲） 

・広報2月号と8月

号折込 

各 101,800部 

市や県の相談窓

口を記載。 

・女性相談室の周

知カード 

 

 

 

 

・第 2 第 4 土曜の

出張女性相談につ

いて広報やＨＰに

毎月掲載。 

・広報2月号と8月

号折込 

各 101,300部 

市や県の相談窓

口を記載。 

・女性相談室の周

知カード 

・第 2 第 4 土曜の

出張女性相談につ

いて広報やＨＰに

毎月掲載。 

・広報2月号と8月

号折込 

各 101,300 部 

市や県の相談窓

口を記載。 

・女性相談室の周

知カード 

 

推進項目 （２）高齢者への虐待防止 

推進内容 虐待を未然に防止するために、広く市民に対して啓発を行います。また、関係者の研修会や講

演会を開催して専門的知識の向上と担うべき役割の意識付けを図り、虐待の早期発見・早期対

応に努めます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

長寿社会
課 

・養護者による虐

待防止（関係者向

け）講演会（241 名

参加）、高齢者虐

待防止ネットワー

ク委員会※（2 回/

年）、検討会（2 回/

年）等を開催し、関

係者の専門的知

識の向上や高齢

者虐待防止ネット

ワークの推進を図

った。 

・虐待相談が 44件

あり、すべて対応し

た。 

 

・養護者による虐

待防止（関係者向

け）講演会（113 名

参加）、高齢者虐

待防止ネットワー

ク委員会※（2 回/

年）、検討会（2 回/

年）等を開催し、関

係者の専門的知

識の向上や高齢

者虐待防止ネット

ワークの推進を図

った。 

・虐待相談が 34件

あり、すべて対応し

た。 

・養護者による虐

待防止講演会は、

感染症拡大防止

のため中止。高齢

者虐待防止ネット

ワーク委員会※（2

回/年書面開催）、

検討会（１回/年）等

を開催し、関係者

の専門的知識の

向上や高齢者虐

待防止ネットワー

クの推進を図っ

た。 

・虐待相談が４８件

あり、すべて対応し

た。 

 

 

 

高齢者虐待防止ネ

ットワーク委員会

※（書面開催）、検

討会（１回/年）等を

開催し、関係者の

専門的知識の向

上や高齢者虐待

防止ネットワーク

の推進を図った。

委員会、検討会と

もに 2 回目開催に

ついては、新型コ

ロナ感染症対策業

務のため中止とし

た。 

・養護者による虐

待相談が 48 件、

養介護施設従事

者による虐待相談

が 7 件あり、すべ

て対応した。 

 



・市民を対象とした

虐待防止講演会

は認知症講演会と

隔年開催するた

め、R4 年度に開

催を計画してい

る。 

 

 

推進項目 （３）障がいのある人への虐待防止 

推進内容 定期的な見守りや関係者の講習充実など、障がい者虐待防止の周知・啓発及び早期発見に努

めるとともに、関係機関等との連携協力体制の強化を図ります。また、プライバシーについての

配慮とあわせて、相談しやすい窓口とします。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

障がい福
祉課 

・障がいサービス

事業所向け研修会

の開催（基礎講座

67名参加、専門講

座 87名参加） 

・関係者向けケー

スカンファレンスの

開催（102名参加） 

・広報させぼに障

がい者虐待防止に

関する記事掲載 

・相談件数 28件 

・障がいサービス

事業所向け研修会

の開催（基礎講座

87名参加、専門講

座 69名参加） 

・関係者向けケー

スカンファレンスの

開催（91名参加） 

・広報させぼに障

がい者虐待防止に

関する記事掲載 

・相談件数 34件 

・障がいサービス

事業所向け研修会

の開催（基礎講座

0 名参加、専門講

座 51名参加） 

・関係者向けケー

スカンファレンスの

開催（0名参加） 

・広報させぼに障

がい者虐待防止に

関する記事掲載 

・相談件数 36件 

 

 

・障がいサービス

事業所向け研修会

の開催（基礎講座

52名参加） 

・障がいサービス

事業所向け研修会

専門講座とケース

カンファレンスを同

時開催（24 名参

加） 

・広報させぼに障

がい者虐待防止に

関する記事掲載 

・相談件数 29件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 21被害者の救済と援助 該当頁 P46 

推進項目 （１）被害者への相談支援 

推進内容 被害者に庁内や関係機関と連携して必要な支援を行います。また住基情報閲覧制限の支援対

象者に関する庁内連携の体制を整備します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・相談内容に応じ

て子育て関係や警

察、就労支援など

専門部署へつない

だ。（実績 107人） 

・支援対象者の情

報を庁内連携部署

に提供。（年53回） 

・相談内容に応じ

て子育て関係や警

察、就労支援など

専門部署へつない

だ。（実績 173人） 

・支援対象者の情

報を庁内連携部署

に提供。（年75回） 

・相談内容に応じ

て子育て関係や警

察、就労支援など

専門部署へつない

だ。（実績 189人） 

 

・相談内容に応じ

て子育て関係や警

察、就労支援など

専門部署へつない

だ。（実績 137人） 

 

 

推進項目 （２）母子の救済に関する相談・支援 

推進内容 配偶者からの暴力等により、心身に危険が生じた母子を関係施設に緊急避難させ、母子の身柄

の安全確保と自立の支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

子ども子
育て応援
センター 

DV 関係の相談に

対応し、必要な助

言や関係機関との

連携を実施した。 

DV 関係相談件数

23件 

（うち緊急避難対

応件数 2件） 

DV 関係の相談に

対応し、必要な助

言や関係機関との

連携を実施した。 

DV 関係相談件数  

35件 

（うち緊急避難対

応件数 2件） 

DV 関係の相談に

対応し、必要な助

言や関係機関との

連携を実施した。 

DV 関係相談件数  

16件 

（うち緊急避難対

応件数 1件） 

DV 関係の相談に

対応し、必要な助

言や関係機関との

連携を実施した。 

DV 関係相談件数  

41件 

（うち緊急避難対

応件数 4件） 

 

推進項目 （３）住民基本台帳閲覧等制限による支援 

推進内容 婦人相談員及び警察など関係機関等との連携により、申し出のあったＤＶ被害者に対し住民基

本台帳閲覧制限及び住民票の発行停止と、本市に本籍を有する者の戸籍の附票の発行停止の

支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

戸籍住民
窓口課 

申出をされた DV

被害者等に対し住

民基本台帳事務に

おける支援措置を

実施し、適切、迅

速な支援を行っ

た。 

支援措置 

対象者 243件 

（同時支援者含む

人数 501人） 

 

申出をされた DV

被害者等に対し住

民基本台帳事務に

おける支援措置を

実施し、適切、迅

速な支援を行っ

た。 

支援措置 

対象者 291件 

（同時支援者含む

人数 623人） 

 

申出をされた DV

被害者等に対し住

民基本台帳事務に

おける支援措置を

実施し、適切、迅

速な支援を行っ

た。 

支援措置 

対象者 350件 

（同時支援者含む

人数 749人） 

 

申出をされた DV

被害者等に対し住

民基本台帳事務に

おける支援措置を

実施し、適切、迅

速な支援を行っ

た。 

支援措置 

対象者 374件 

（同時支援者含む

人数 818人） 

 

 

推進項目 （４）市営住宅の優先入居の支援 

推進内容 婦人相談員および家庭相談員等との連携により、ＤＶ被害者に対し市営住宅の優先入居に関す

る支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

住宅課 相談 ３件 

入居 ０件 

 

相談 １１件 

入居  ３件 

相談 ８件 

入居 ４件 

相談 １６件 

入居 ９件 

 



主要課題（７）生涯を通じた健康支援 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

10 乳児家庭全戸訪問実
施率 

94.1％ 93.4％ 
92.0％ 

★ 
88.4％ 88.2％ 

 

 
100％ 

子ども保健
課 

★は目標達成年度  

 

具体的施策 22妊娠・出産に関わる保健医療対策の充実 該当頁 P48 

推進項目 （１）妊娠・出産に関する支援 

推進内容 妊娠時の心身健康の向上を目指し、母子健康手帳交付時等において関係情報の提供を行いま

す。また、父親の育児参加促進のため父子健康手帳の配布とプレパパ学級への父親の参加を

促進します。併せて、不妊に関する相談支援体制を充実していきます。 

経済的な理由により入院助産ができない妊産婦に費用の助成を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

子ども保
健課● 

・妊婦相談（母子

健康手帳交付）の

実施（2,053人） 

・初めて父親にな

る方に対して、父

子 手 帳 を 交 付

（953人） 

・プレパパ学級（両

親学級 ）の実施

（403 人。うち父の

み 202人） 

・特定及び一般不

妊治療費の助成を

実施 

・妊婦相談（母子

健康手帳交付）の

実施（1,982人） 

・初めて父親にな

る方に対して、父

子 手 帳 を 交 付

（852人） 

・プレパパ学級（両

親学級 ）の実施

（356 人。うち父の

み 180人） 

・特定及び一般不

妊治療費の助成を

実施 

・妊婦相談（母子

健康手帳交付）の

実施（1,818人） 

・初めて父親にな

る方に対して、父

子手帳を交付 

（ 727人） 

・プレパパ学級（両

親学級 ）の実施

（147 人。うち父の

み 74人） 

・特定及び一般不

妊治療費の助成を

実施 

・妊婦相談（母子

健康手帳交付）の

実施（1,752人） 

・初めて父親にな

る方に対して、父

子手帳を交付 

（ 760人） 

・プレパパ学級（両

親学級 ）の実施

（105 人。うち父の

み 53人） 

・特定及び一般不

妊治療費の助成を

実施 

 

子ども子
育て応援
センター 

入院助産が必要な

妊産婦に対して、

助産施設の利用を

決定した（3件）。 

入院助産が必要な

妊産婦に対して、

助産施設の利用を

決定した（9件）。 

入院助産が必要な

妊産婦に対して、

助産施設の利用を

決定した（6件）。 

入院助産が必要な

妊産婦に対して、

助産施設の利用を

決定した（7件） 

 

推進項目 （２）小児・周産期医療の充実 

推進内容 県と連携した周産期医療体制の充実を推進します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

医療政策
課 

大学に寄附講座※

を設置することに

より小児科医を１

名確保し、市内の

基幹病院に配置す

ることによって周産

期医療体制の充

実を図った。 

大学に寄附講座※

を設置することに

より小児科医を１

名確保し、市内の

基幹病院に配置す

ることによって周産

期医療体制の充

実を図った。 

寄附講座はＲ元年

度で終了したもの

の、引き続き、医

療体制の維持に努

めている。ただし、

新型コロナウイル

スの感染拡大によ

り、取組みを中断

せざるを得ない状

況となっている。 

医師会等と連携

し、引き続き、医療

体制の維持に努め

ている。しかしなが

ら、昨年度からの

新型コロナウイル

ス感染拡大によ

り、取組みの中断・

縮小をせざるを得

ない状況となって

いる。 

 

 



具体的施策 23適切な性教育の推進 該当頁 P48 

推進項目 （１）発達段階に応じた性教育の実施 

推進内容 思春期の性教育庁内連絡会において、関係各課と連携を図り、望まない妊娠や性感染症を防ぐ

ための啓発を実施します。幼児、小・中学生、高校生・大学生を対象に、発達段階に応じた性教

育を継続して行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

健康づくり
課 

性感染症健康教

育 

高校 3か所 

781人 

短大 1か所 

    192人 

・性感染症健康教

育 

高校   2か所 

450人 

短大   1か所 

    170人 

・市内の高校生に

対して、妊娠・出産

に関する正しい知

識を身につけ、将

来のライフプランを

考えるための子ど

も保健課作成の冊

子を上記健康教育

実 施 等 で 配 付

（645冊） 

・庁内連絡会実施 

・性感染症健康教

育 

高校    1か所 

     204人 

大学    1か所 

     515人 

・市内の高校生に

対して、性感染症

の予防に関する講

話を実施。 

 前年度同様冊子

を配付（240冊） 

・キャリアデザイン

とライフデザインに

関する講話を実施 

・庁内連絡会実施 

・性感染症健康教

育 

高校    ２か所 

       421人 

・市内の高校生に

対して、性感染症

の予防・妊娠出産

に関する講話を実

施 

 前年度同様冊子

を配付（440冊） 

・庁内連絡会実施 

 

子ども保
健課 

・幼児向け性の健

康教育「いのちの

お話会（29 回 972

人）」「保護者の勉

強会（28 回 434

人）」を実施 

・実践スタッフ養成

講座及び定例会を

開催（4 回延べ 34

人） 

・市内の高校生に

対して、妊娠・出産

に関する正しい知

識を身につけ、将

来のライフプランを

考えるための冊子

を配付（967冊） 

・庁内連絡会を実

施 

・幼児向け性の健

康教育「いのちの

お話会（31 回 954

人）」「保護者の勉

強会（30 回 620

人）」を実施 

・実践スタッフ養成

講座及び定例会を

開催（4 回延べ 35

人） 

・市内の高校生に

対して、妊娠・出産

に関する正しい知

識を身につけ、将

来のライフプランを

考えるための冊子

を配付（645冊） 

・庁内連絡会を実

施 

・幼児向け性の健

康教育「いのちの

お話会」「保護者の

勉強会」は新型コ

ロナウイルス感染

症の流行によりす

べて中止したが、

問い合わせのあっ

た２ヶ所の保育園

に計 57 部の保護

者向けパンフレット

を配布した。 

・実践スタッフ養成

講座及び定例会を

開催も同様に中止

した。 

・市内の高校生と

大学生に対して、

妊娠・出産に関す

る正しい知識を身

につけ、将来のラ

イフプランを考える

ための冊子を配付

（755冊） 

・庁内連絡会を実

施 

・長崎県立大学か

らの依頼で出前講

座として「ライフデ

ザイン講座」を行

・幼児向け性の健

康教育「いのちの

お話会（8 回 165

人）」「保護者の勉

強会（8 回 70 人）」

を実施。 

・新型コロナウイル

ス感染症の流行に

より、申込のあった

25 回分は中止とし

た。 

・中止となったう

ち、希望のあった 6

施設には保護者向

けパンフレット 164

部を配布した。 

・実践スタッフ養成

講座は、オンライン

と来所を組み合わ

せ実施した。（全 3

回延べ 25人） 

・実践スタッフ定例

会は 7 回開催し

た。 

・市内の高校生と

大学生に対して、

妊娠・出産に関す

る正しい知識を身

に着け、将来のラ

イフプランを考える

 



い、健康づくり課か

ら性教育、子ども

保健課から本市の

子育て支援につい

て講話を行った。 

（北高生240人・県

立大生 515人） 

 

ための冊子を配布

（764冊） 

・庁内連絡会を実

施した。 

学校保健
課 

■性教育研修会 

・対象：教職員、保

護者 

・実績：１回実施、

１９４人参加 

■性教育研修会 

・対象：教職員、保

護者 

・実績：１回実施、

１８６人参加 

■性教育研修会 

・対象：教職員、保

護者 

・実績：１回実施、

１３３人参加 

■性教育研修会 

・対象：教職員、保

護者 

・実績：１回実施、

１６１人参加 

 

 

 

具体的施策 24生涯にわたる健康の保持増進  該当頁 P48 

推進項目 （１）女性の健康保持のための相談・保健指導等の充実 

推進内容 市民の健康保持・増進に関する啓発や情報提供及び健康相談体制の充実を図り、女性特有の

疾病については、NPO 法人と協働した取り組みによる啓発に努めます。また、がんの早期発見

のため、保健所や医療機関において、がん検診を実施し、受診機会の確保・拡大を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

健康づくり
課 

・骨粗しょう症検診

フォロー教室 

2回 延 26人 

・ＮＰＯ法人との協

働の取組 ２回  

・子宮頸がん検診 

10,994人受診 

・乳がん検診 

7,636人受診 

・女性がん検診 

集団 ５回実施 

・骨粗しょう症検診

フォロー教室 

2回 延 33人 

・ＮＰＯ法人との 

協働の取組 1回 

・子宮頸がん検診 

10,563人受診 

・乳がん検診 

7,513人受診 

・女性がん検診 

集団 6回実施 

・子宮頸がん検診

9,165人 

・乳がん検診 

      5,517人 

・女性がん検診 

        1回 

※新型コロナウィ

ルス感染症の影響

で骨粗しょう症健

診や女性がん検

診、NPO 法人との

協働の取組は中

止となった。 

 

・子宮頸がん検 

10,015人 

・乳がん検診 

6,653人 

・女性がん検診 

集団 4回実施その

うち託児付き検診 

1回 

・骨粗しょう症検診 

3回 

・NPO 法人との協

同の取組   1回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



主要課題（８）生活上の困難を抱える人への支援 

 

具体的施策 25貧困や高齢、障がい等により困難を抱えた人への支援 該当頁 P49 

推進項目 （１）高齢者への支援 

推進内容 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう、相談を受け訪問等を行い、継続的に支援

を行います。また、高齢者の臨時的かつ短期的な就業機会を確保するために、「シルバー人材セ

ンター」による支援を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

長寿社会

課 

 

 

長寿社会課や地

域包括支援センタ

ー等の窓口におい

て、高齢者やその

家族から相談を受

け付け、適切に対

応した。 

相談件数：12,891

件 

長寿社会課や地

域包括支援センタ

ー等の窓口におい

て、高齢者やその

家族から相談を受

け付け、適切に対

応した。 

相談件数：12,273

件 

長寿社会課や地

域包括支援センタ

ー等の窓口におい

て、高齢者やその

家族から相談を受

け付け、適切に対

応した。 

相談件数：13,085

件 

長寿社会課や地

域包括支援センタ

ー等の窓口におい

て、高齢者やその

家族から相談を受

け付け、適切に対

応した。 

相談件数：15,117

件 

 

商工労働

課 

・シルバー人材セン

ターへ事業運営補助

金※を支出した。 

・広報させぼ 10月号

に会員募集・サービ

ス内容についての記

事を掲載し、当センタ

ーの周知・啓発を行

った。 

（ 実 績 ） 就 業 率 

79.9％ （前年度比

+0.1％） 

 

・シルバー人材セン

ターへ事業運営補助

金※を支出した。 

・広報させぼ 10月号

に会員募集・サービ

ス内容についての記

事を掲載し、当センタ

ーの周知・啓発を行

った。 

（ 実 績 ） 就 業 率 

78.5％（前年度比△

1.4％） 

 

・シルバー人材セン

ターへ事業運営補助

金※を支出した。 

（ 実 績 ） 就 業 率 

78.9％（前年度比△

0.4％） 

※例年実施して

いる当センターの

会員募集等の広

報については、コ

ロナの影響による

開催中止のため

未実施。 

・シルバー人材セン

ターへ事業運営補助

金※を支出した。 

・広報させぼ 10月号

に会員募集・サービ

ス内容についての記

事を掲載し、当センタ

ーの周知・啓発を行

った。 

（ 実 績 ） 就 業 率 

76.5％（前年度比△

2.4％） 

 

 

推進項目 （２）障がい者への支援 

推進内容 地域での安心な生活を安定して送れるよう、制度を適切に運用していくとともに、各種手当など

の給付や医療費の助成などを行います。また、関係機関と連携して、障がい者のための就職面

談会や職業訓練の開催について周知・啓発に努め、就労機会の確保を支援します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

障がい福
祉課 

医療費の自己負

担を軽減し、安心

して生活できるよう

に支援した。 

福祉医療費支給 

件数：108,598件 

総額：39,615万円 

 

医療費の自己負

担を軽減し、安心

して生活できるよう

に支援しました。 

福祉医療費支給 

件数：109,813件 

総額：38,284万円 

医療費の自己負

担を軽減し、安心

して生活できるよう

に支援しました。 

福祉医療費支給 

件数：100,858件 

総額：36,258万円 

医療費の自己負

担を軽減し、安心

して生活できるよう

に支援した。 

福祉医療費支給 

件数：101,795件 

総額：35,110万円 

 

商工労働
課 

労働局及びハロー

ワークや福祉事務

所が開催する面談

会※の運営補助

や、広報協力を実

施しました。 

 

労働局及びハロー

ワークや福祉事務

所が開催する面談

会※の運営補助

や、広報協力を実

施しました。 

 

労働局及びハロー

ワークや福祉事務

所が開催する面談

会※の運営や、広

報協力を実施しま

した。 

 

労働局及びハロー

ワークや福祉事務

所が開催する面談

会※の運営や、広

報協力を実施しま

した。 

 

 



推進項目 （３）生活困窮世帯等への学習支援 

推進内容 生活保護世帯及び生活困窮世帯の児童・生徒を対象とした学習支援を行い、学力向上、高校進

学率の向上を図ることにより貧困の連鎖の防止につなげます。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

生活福祉
課 
 
 

（中学生の部） 

・開催回数 ９５回 

・参加人数 ３２名 

（小学生の部） 

・開催回数 １５回 

※夏休み限定 

・参加人数  ８名 

（中学生の部） 

・開催回数 ８５回 

・参加人数 ３０名 

（小学生の部） 

・開催回数 １２回 

 ※夏休み限定 

・参加人数 １０名 

（中学生の部） 

・開催回数 ６９回 

・参加人数 ２５名 

（小学生の部） 

・開催回数 ４回 

 ※夏休み限定 

・参加人数 ７名 

（中学生の部） 

・開催回数 ６７回 

・参加人数 ３０名 

（小学生の部） 

・開催回数 ７回 

 ※夏休み限定 

・参加人数 ５名 

 

 

 

具体的施策 26ひとり親家庭の生活安定と自立の促進 該当頁 P49 

推進項目 （１）相談体制の充実と自立援助の促進 

推進内容 ひとり親家庭に対し、生活支援や相談体制の充実を図ります。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

子ども支
援課 

①各種給付金の

支給により、就労

に有利な資格取得

の支援を行った。 

②ひとり親家庭の

保護者の資格取

得や、児童の進学

等に必要な経費の

貸付を行った。 

① ,②述べ相談件

数 1,083件 

③就労を希望する

ひとり親への就労

支援を行った。 

③述べ相談件数

345件 

①各種給付金の

支給により、就労

に有利な資格取得

の支援を行った。 

②ひとり親家庭の

保護者の資格取

得や、児童の進学

等に必要な経費の

貸付を行った。 

① ,②述べ相談件

数 713件 

③就労を希望する

ひとり親への就労

支援を行った。 

③述べ相談件数

379件 

①各種給付金の

支給により、就労

に有利な資格取得

の支援を行った。 

②ひとり親家庭の

保護者の資格取

得や、児童の進学

等に必要な経費の

貸付を行った。 

① ,②述べ相談件

数 764件 

③就労を希望する

ひとり親への就労

支援を行った。 

③述べ相談件数

124件 

①各種給付金の

支給により、就労

に有利な資格取得

の支援を行った。 

②ひとり親家庭の

保護者の資格取

得や、児童の進学

等に必要な経費の

貸付を行った。 

① ,②述べ相談件

数 825件 

③就労を希望する

ひとり親への就労

支援を行った。 

③述べ相談件数

156件 

 

 

 

  



基本目標Ⅲ 男女がともに参画する基盤づくり   

主要課題（９）意識改革に向けた啓発・普及の推進 

 

進捗管理指標 
実績値 

H28 

H30 

(2018) 

R1 

(2019) 

R2 

(2020) 

R3 

(2021) 

R4 

(2022) 
目標値 担当課 

11「スピカ」で実施するセ
ミナー、講演会等の参加
者数 

2,151

人 

1,452

人 

1,898 

人 

1,048 

人 

1,201 

人 

 

★ 

2,200

人 

人権男女共
同参画課 

12 男女平等になってい
ると感じる人の割合 

21.0％ 19.1％ － － － 
 

★ 
30.0％ 

人権男女共
同参画課 

★は目標達成年度 

  

具体的施策 27男女共同参画の視点に立った意識啓発 該当頁 P52 

推進項目 （１）人権啓発講演会等による啓発活動の実施 

推進内容 各町内での学習会への出前講座、人権教育研究会における研修の実施、企業への出前講座な

ど様々な人を対象とした男女共同参画をはじめとした人権に関する研修を実施します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

・人権啓発講演会 

「ハンセン病回復

者の人権につい

て」254人 

・教職員初任者研

修 43人 

・企業への出前講

座 3か所 140人 

 

 

 

・人権啓発映画上

映会「女になる」

260人 

・企業への出前講

座 1か所 65人 

・人権啓発映画上

映会「星にかたり

て」155人 

・人権啓発映画上

映会「きみはいい

子」125人 

 

社会教育
課 
 

人権・同和教育講

座を実施した。 

（実績） 

・開催公民館数２２

館、開催回数５９

回 

・出前講座１６４回 

・教育集会所開催

回数１６回 

 

 

 

人権・同和教育講

座を実施した。 

（実績） 

・開催公民館数 24

館、開催回数 62

回 

・出前講座 157回 

・教育集会所開催

回数 16回 

 

人権・同和教育講

座を実施した。 

（実績） 

・開催公民館数 15 

館、開催回数 24 

回 

・出前講座 117回 

・教育集会所開催

回数 6回 

 

人権・同和教育講

座を実施した。 

(実績) 

・開催コミュニティ

センター数１１館、 

開催回数２２回 

・出前講座１５６回 

・教育集会所開催

回数６回 

 

学校教育
課 

佐世保市人権教

育研究会の活動と

して、年８回の学

習会、講演会、研

究大会等、計１４

回実施、延べ５２４

名参加 

 

 

 

佐世保市人権教

育研究会の活動と

して、年６回の学

習会、講演会、研

究大会等、計１７

回実施、延べ６４５

名参加 

 

佐世保市人権教

育研究会の活動と

して、年８回の学

習会、研究大会

等、計１１回実施、

延べ３１９名参加 

 

佐世保市人権教

育研究会の活動と

して、年１２回の学

習会、研究大会

等、計１８回実施、

延べ４９１名参加 

 

 



推進項目 （２）スピカを利用した情報の提供や啓発の実施 

推進内容 図書交流コーナーでの情報提供や啓発のためのセミナーを実施します。また、市民団体や企業

が男女共同参画に関する活動やその他研修などに利用するため、研修室等の貸し出しを行いま

す。 

担当課 H30(2018) R1(2019)   R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課● 

・講演会セミナー等 

計 24回 1,452人 

・交流コーナー利

用者 12,548人 

・図書貸出 155件 

・貸室利用者 

述 13,002 人（うち

目的利用 7,912

人） 

・講演会セミナー等 

計 34回 1,898人 

・交流コーナー利

用者 9,524人 

・図書貸出 106件 

・貸室利用者 

述 12,338 人（うち

目的利用 7,300

人） 

 

・講演会セミナー等 

計 20回 1,048人 

・交流コーナー利

用者 3,589人 

・図書貸出 105件 

・貸室利用者 

述 5,176人（うち目

的利用 4,391人） 

・講演会セミナー等 

計 21回 1,201人 

・交流コーナー利

用者 4,283人 

・図書貸出 121件 

・貸室利用者 

述 4,894人（うち目

的利用 4,253人） 

 

推進項目 （３）性的マイノリティに対する理解の促進 

推進内容 性的マイノリティに対する理解を深めるため、広報等による啓発に努めます。また市職員に対し

ても理解促進のため研修を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 

職員課と共催して

人権研修の実施 

（実績は下記の通

り） 

 

職員課と共催して

人権研修の実施 

（実績は下記の通

り） 

 

職員課と共催して

人権研修の実施 

（実績は下記の通

り） 

 

職員課と共催して

人権研修の実施 

（実績は下記の通

り） 

 

 

職員課 性的マイノリティに

対する理解を深め

るための人権啓発

研修会を開催 

・採用 10年目職員 

（2/13実施） 

 受講者 41名 

・新任課長補佐職 

（2/13実施） 

 受講者 32名 

 

性的マイノリティに

対する理解を深め

るための人権啓発

研修会を開催 

（11/25 実施） 

・採用 10年目職員 

 受講者 43名 

・新任課長補佐職 

 受講者 33名 

・幹部職員 

 受講者 28名 

性的マイノリティに

対する理解を深め

るための人権啓発

研修会を開催 

（11/13～15実施） 

・採用 10年目職員 

 新型コロナウイ

ルス感染症の影響

により中止 

・新任課長補佐職 

 受講者 42名 

・課長級以上職員 

 受講者 153名 

 

 

性的マイノリティに

対する理解を深め

るための人権啓発

研修会を開催 

（1/14実施） 

・採用 10年目職員 

 受講者 116名 

・新任課長補佐職 

 受講者 14名 

・課長級以上職員 

 受講者 8名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 28広報等における取り組みの推進 該当頁 P52 

推進項目 （１）広報・啓発活動の推進 

推進内容 女性だけでなく、男性、子ども、若者などあらゆる層に男女共同参画社会の形成について啓発を

行うため、広報での情報発信や、街頭での啓発イベント等を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

人権男女
共同参画
課 
 

・広報 2 月号折込

にスピカで実施し

たセミナーを紹介。 

・ 若 い世代向け

に、男女共同参画

週間イベントをさせ

ぼ 5 番街で実施。

イクメンフォトコン

テストや男女共同

参画クイズ、啓発

チラシ配布等。 

参加者 1,523人。 

 

・広報 2 月号折込

にスピカで実施し

たセミナーを紹介。 

・ 若 い世代向け

に、男女共同参画

週間イベントをさせ

ぼ 5 番街で実施。

イクメンフォトコン

テストや男女共同

参画クイズ、啓発

チラシ配布等。 

参加者 1,483人。 

 

・広報 2 月号折込

でスピカの紹介と

スピカまつりの案

内を行った。 

・キラッ都させぼで

女性活躍応援宣

言登録事業所を紹

介。 

 

・広報 2 月号折込

やキラっ都させぼ

ラジオ版でスピカ

の紹介とスピカま

つりの案内を行っ

た。 

 

 

推進項目 （２）男女共同参画の視点に配慮した広報 

推進内容 広報紙・刊行物等を作成する際に、男女共同参画の視点に配慮します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

秘書課 広報させぼを編集

する際に、用語集

を参考にするなど

して、性別イメージ

の固定化につなが

らないような表現

に留意した。 

（実績） 

広報させぼ発行部

数 1,221,800部 

 

広報させぼを編集

する際に、用語集

を参考にするなど

して、性別イメージ

の固定化につなが

らないような表現

に留意した。 

（実績） 

広報させぼ発行部

数 1,221,800部 

広報させぼを編集

する際に、用語集

を参考にするなど

して、性別イメージ

の固定化につなが

らないような表現

に留意した。 

（実績） 

広報させぼ発行部

数 1,215,800部 

広報させぼを編集

する際に、用語集

を参考にするなど

して、性別イメージ

の固定化につなが

らないような表現

に留意した。 

（実績） 

広報させぼ発行部

数 1,215,800部 

 

 

 

  



主要課題（10）男女共同参画社会を目指す教育・学習の充実 

 

具体的施策 29学校等における男女平等教育の推進 該当頁 P54 

推進項目 （１）学校等の活動全体の中での男女平等・人権尊重の精神の育成 

推進内容 小・中学校の教育課程に人権教育の指導計画を位置づけ、子どもの発達段階に応じた人権尊

重、男女平等の教育を行います。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

学校教育
課 
 
 

全小・中学校にお

いて、人権教育全

体計画を作成し、

各教科・道徳・特

別活動等すべての

教育活動におい

て、発達段階に応

じた人権教育を実

施した。 

 

全小・中学校にお

いて、人権教育全

体計画を作成し、

各教科・道徳・特

別活動等すべての

教育活動におい

て、発達段階に応

じた人権教育を実

施した。 

 

全小・中学校及び

義務教育学校にお

いて、人権教育全

体計画を作成し、

各教科・道徳・特

別活動等すべての

教育活動におい

て、発達段階に応

じた人権教育を実

施した。 

全小・中学校及び

義務教育学校にお

いて、人権教育全

体計画を作成し、

各教科・道徳・特

別活動等すべての

教育活動におい

て、発達段階に応

じた人権教育を実

施した。 

 

 

推進項目 （２）教育関係者に対する男女共同参画の意識啓発の充実 

推進内容 小・中学校教職員を対象に、人権尊重及び男女平等に関する研修会を実施します。また、関係

機関と連携して人権教育に関する講演会を実施します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

教育セン
ター 
 
 

教職経験１１年目

の全教諭（１９名）

を対象に、男女共

同参画を踏まえた

ワークライフバラン

スについて、研修

を１回実施した。 

教職経験１１年目

の教諭 （ １ ７名 ）  

を対象に、男女共

同参画を踏まえた

ワークライフバラン

スについて、研修

を１回実施した。 

初任者５１名を対

象に研修会を開催

し、佐世保市人権

教育研究会より

「学校における人

権教育」と題して講

義を実施した。 

教職経験１１年目

の全教諭（１４名）

を対象に、男女共

同参画を踏まえた

ワークライフバラン

スについて、研修

を１回実施した。 

 

 

学校教育
課 

長崎県及び佐世保

市人権教育研究

会と協力し、人権

教育研究会講演

会を開催 

（実績）講演会講

師謝金、１２月開

催、９０名参加 

長崎県及び佐世保

市人権教育研究

会と協力し、人権

教育研究会講演

会を開催 

（実績）講演会講

師謝金、１２月開

催、１０５名参加 

長崎県及び佐世保

市人権教育研究

会と協力し、人権

教育研究大会にお

いて講演会を開催 

（実績）講演会講

師謝金、１２月開

催、６６名参加 

長崎県及び佐世保

市人権教育研究

会と協力し、人権

教育研究大会にお

いて講演会を開催 

（実績）講演会講

師謝金 、 ２ 月開

催、７０名参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



具体的施策 30多様な学習機会の提供 該当頁 P54 

推進項目 （１）社会教育施設等における学習機会の充実 

推進内容 地区公民館や教育集会所等の社会教育施設で実施する主催講座において、男女平等をはじ

め、人権教育に関する学習機会の充実を推進します。 

担当課 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

社会教育
課 

教育集会所及び各

地区公民館におい

て人権同和教育講

演会及び講座を開

設。 

 

（実績）人権講演

会・講座参加者数

（教育集会所、地

区公民館等）開催

回数７５回、参加

者数２，７４９人 

 

教育集会所及び各

地区公民館におい

て人権同和教育講

演会及び講座を開

設。 

 

（実績）人権講演

会・講座参加者数

（教育集会所、地

区公民館等）開催

回数 78 回、参加

者数 3,189人 

 

教育集会所及び各

地区公民館におい

て人権同和教育講

演会及び講座を開

設。 

 

（実績）人権講演

会・講座参加者数

（教育集会所、地

区公民館等）開催

回数 30 回、参加

者数 779人 

教育集会所及び各

地区コミュニティセ

ンターにおいて人

権同和教育講演

会及び講座を開

設。 

(実績 )人権講演

会・講座参加者数

（教育集会所、地

区コミュニティセン

ター等）開催回数 

２８回、参加者数 

1,154人 

 

 

 

 

 



用語・事業名説明シート

頁 用語・事業名 課名 事業概要

1 人材育成事業 1
審議会等への女性
の参画促進

(2)
人材の育成及び発
掘

人権男女共同参
画課

地域における男女共同参画を推進するリーダーとなる
人材を育成するため、市が指定する男女共同参画に関
する研修等に参加を希望する人に対し、経費の1/2以
内を補助する。

10 無料職業紹介事業 8
再就職希望者に対
する援助の充実

(1)
離職者の再就職支
援

商工労働課
「させぼお仕事情報プラザ」による市内在住女性の就職
支援を実施。（相談者114人、求職登録者66人）

11
生産基盤施設整備
事業

10
農林水産業等自営
業における女性へ
の支援

(3)
漁業施設における就
労環境の整備の推
進

水産課
   漁協及び漁業者が、漁業活動における効率化・省力
化・高度化を図るために実施する施設整備事業に対し、
補助を行う。

11 農業担い手育成事業 10
農林水産業等自営
業における女性へ
の支援

(1)
女性リーダーの育成
促進

農政課

地域農業の担い手等における経営知識及び生産技術
の習得を図るため、担い手が組織する団体の活動（実
施・参加する研修会・研究事業等に要する経費等）に対
して支援を行い、そのなかで、女性農業者に対し、認定
農業者への申請を啓発する。

13 防災会議開催事業 12
消防防災分野にお
ける男女共同参画
の推進

(2)
男女共同参画の視
点に立った防災対策
の推進

防災危機管理局

災害対策基本法第42条に基づき、佐世保市地域防災
計画に必要な修正・検討を加え、佐世保市防災会議条
例に基づく佐世保市防災会議でこれを審議し、決定修
正する。

14 海外姉妹都市等 13
国際的視野を広
め、国際交流の推
進

(1)
国際交流や国際理
解促進の取り組み

文化国際課

米国アルバカーキ市（姉妹都市）、米国サンディエゴ港
（姉妹港）、豪州コフスハーバー市（姉妹都市）、中国厦
門市（友好都市）、中国瀋陽市（友好交流都市）、韓国
坡州市（姉妹都市）、韓国釜山広域市西区（国際親善都
市）

14
JETプログラム国際
交流員

13
国際的視野を広
め、国際交流の推
進

(1)
国際交流や国際理
解促進の取り組み

文化国際課

JETプログラムとは、（一財）自治体国際化協会が運営
し、外国青年を招致して地方自治体等で任用し、外国
語教育の充実と地域の国際交流推進を図る事業。国際
交流員は、高い日本語能力を有し、翻訳・通訳や国際
交流イベントの企画実施等を行う。佐世保市では中国、
韓国から１名ずつ国際交流員を招致・任用している。

14
外国人観光客ウェル
カムサポーター

13
国際的視野を広
め、国際交流の推
進

(1)
国際交流や国際理
解促進の取り組み

文化国際課
佐世保市を訪れる外国人観光客に対し、市内観光施設
や各種イベント・祭り等での案内補助や通訳等の活動
を行うボランティア。

18 介護教室 16
子育て・介護支援
策の充実

(4)
要介護高齢者等の
ニーズに応じた介護
サービスの充実

長寿社会課

介護技術の習得や介護サービスについての情報提供、
助言を主な内容とし、市内各圏域で開催することによ
り、介護者への支援を行うもの。
　（令和3年度は、計9回開催※新型コロナウイルス感染
拡大防止のため37回を中止　予算1,380千円）

18
介護者リフレッシュ事
業

16
子育て・介護支援
策の充実

(4)
要介護高齢者等の
ニーズに応じた介護
サービスの充実

長寿社会課

在宅で要介護１以上のものを介護している家族を対象
に、介護者同士の交流や心身のリフレッシュを図るも
の。
　（※令和3年度は新型コロナウィルス感染症拡大防止
のため中止　予算408千円）

18
おむつ購入費支給事
業

16
子育て・介護支援
策の充実

(4)
要介護高齢者等の
ニーズに応じた介護
サービスの充実

長寿社会課

日常的におむつが必要な在宅の高齢者などに対し、お
むつ購入費を支給することにより、要介護者及び家族
の精神的・経済的負担を軽減するもの。
　（予算23,144千円）

19
デジタル化支援事業
補助金

17
多様な働き方を可
能とする就業環境
の整備

(1)
多様な働き方を可能
にする制度の普及促
進

商工労働課

市内企業のデジタル化促進を目的に、テレワークなど
の新しい生活様式・働き方改革の実践や業務効率化な
どの生産性向上に向けた取り組みに係る経費の一部を
補助する。

19
採用力強化支援事
業

17
多様な働き方を可
能とする就業環境
の整備

(2)
環境整備に取り組む
事業所への支援

商工労働課
新卒採用を中心に企業の採用力につながる取り組みを
支援するためのコンサルタントを派遣する事業（市内企
業10社支援）

具体的施策 推進項目



用語・事業名説明シート

頁 用語・事業名 課名 事業概要具体的施策 推進項目

22
高齢者虐待防止事
業

20
ＤＶ等あらゆる暴
力への対策の推進

(2)
高齢者への虐待防
止

長寿社会課

①高齢者虐待防止及び対応策の検討を行う高齢者虐
待ネットワーク委員会の開催、②高齢者虐待事例に多
職種間で検討研究を行う高齢者虐待防止ネットワーク
検討会の開催、③高齢者虐待に対する正しい知識の普
及と啓発を目的とした講演会の開催、④高齢者虐待
ケースについて、支援経過の確認、今後の方針を検討
する虐待モニタリング等を実施。（令和3年度は、高齢者
虐待防止ネットワーク委員会、検討会の２回目開催を、
新型コロナウイルス感染拡大防止業務のため中止。予
算　518千円）

28
シルバー人材セン
ター支援事業

25
貧困や高齢、障が
い等により困難を
抱えた人への支援

(1) 高齢者への支援 商工労働課

高年齢の多様な就業機会を確保することで域外の充実
や社会参加の促進を図ることを目的に事業を展開して
いるシルバー人材センターに対し、補助金の交付を行っ
ている。

28
障害者合同企業面
談会

25
貧困や高齢、障が
い等により困難を
抱えた人への支援

(2) 障がい者への支援 商工労働課 国・県と共催で障害者合同企業面談会を年１回開催。


